
 

 

 

 

 

 

 

園    則 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校法人 浅川学園 

認定こども園ひかり園  

 

 



 

認定こども園 ひかり園 園則  

 

第１章 名称 位置 目的 入園資格 

（施設の名称等） 

第１条  学校法人 浅川学園が設置する幼保連携型認定こども園の名称及び所在地は、

次のとおりとする。  

（１）名称  認定こども園  ひかり園 

（２）所在地  長野市檀田２丁目８番２２号  

 

（施設の目的） 

第２条 認定こども園ひかり園（以下「本園」という）は、０歳から小学校就学前子

どもに対し、その子ども自身が本来持っている能力を高める上で必要な特定教育・

保育を一体的に行う。また、子どもの健やかな心身の成が育まれるよう常に適切な

環境を整えると共に、子どもの保護者に対する子育ての支援を行うことを目的とす

る。 

 

（運営の方針） 

第３条 本園は、幼保連携型認定こども園教育・保育要領に基づき、０歳から就学前

子どもを、個々の心身発達に合わせた遊びを中心に、その遊びの連続性を尊重し、

質の高い特定教育・保育を行う。   

２ 本園は、園職員が乳幼児の特定教育・保育に関する専門性を高め、深めていくた

めに、常にその資質向上に努める。  

３ 本園は、地域の子育て拠点として、子育ての支援を必要とする保護に対して積極

的に情報などの提供を行う機会を設ける。  

 

（提供する特定教育・保育の内容）  

第４条『目標や理念』  

本園は、子どもの人生のスタートからその個性を尊重し、関係する人との和を為す

ための特定教育・保育を家庭や地域との協働により目指していく。  

 

『ねらいや概要』  



 

 本園は、「強く、正しく、明るく、優しい子ども」に成長することを願い、常に子ど

もの心身の健康を最優先に考え特定教育・保育を行う。その中で、子どもが動物や

植物などにふれあう環境を整え、その生命の尊さを理解できる心を育てる。また、

子どもが大人との関わりや、子ども同士の関わりの中で主体的に育つことを大切に

した保育内容となるよう配慮し、子どもの感性や五感を育むため、子どもが日常的

に絵画や造形遊び、音楽に親しむための環境を整える。  

 

（入園資格） 

第５条 本園に入園できる者は、生後７か月から小学校就学前の乳幼児とする。  

 

第２章 組の組織 収容定員 職員組織 

（学級編成及び利用定員）  

第６条 学級編成及び利用定員は、次のとおりとする。  

○学級編成 

すみれ組・すずらん組 / 年長児 

さくら組・ひまわり組 / 年中児 

たんぽぽ組・ちゅうりっぷ組  / 年少児 

りす組 / ２歳児  ことり組 / １歳児 ひよこ組 / ０歳児（学期） 

○利用定員(単位：人) 

学年 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 計 

１号 - - - 25 25 30 80 

２号・３号 ３ 10 17 15 15 10 70 

計 ３ 10 17 40 40 40 150 

 

（職員組織） 

第７条 本園に、次の教職員を置く。なお、員数については、長野市幼保連携型認定

こども園の設備及び運営の基準に関する条例（平成 26 年長野市規則第 43 号）第６

条に規定する基準以上を配置するものとし、入所人員により年度ごと増減すること

がある 。    

(１) 園  長   １名 

 ０歳から５歳児までの園児の特定教育・保育及び、それに携わる保育教諭の業務全

般の掌握。 



 

(２) 主幹保育教諭 ２名 

 園児の養育および保育教諭の資質向上に努める。  

  地域に開かれた窓口として、未就園児とその保護者を対象とした育児相談等に携わ

る。 

(３) 保育教諭     ９名以上 

主幹保育教諭補佐、専門・分野別リーダー含む。  

園児の保育、教育の質の向上に努める。  

(４) 保育教諭補助 数名 

  保育教諭の職務を助ける。  

(５) 事 務 員   １名以上 

  保育教育環境の質の向上のための制度設計に努める。  

(６) 調理員・栄養士  １名以上 

   園児、職員の食育向上に資する。  

(７)  運転手・庶務 ４名 

   園児、職員の安全快適な環境条件整備に努める。  

(８) 園  医（非常勤）１名  

園児の健康管理を行うとともに、定期健康診断、職員及び園児の保護者への相談・  

指導を行う。 

(９) 歯 科 医（非常勤）１名  

園児の健康管理を行うとともに、定期健康歯科検診、職員及び園児の保護者への相

談・指導を行う。 

(10) 学校薬剤師（非常勤）１名  

     園の環境・衛生の維持改善に関する指導助言、職員及び園児の保護者への相談・指

導を行う。 

 

第３章 保育年数 学年 保育期 特定教育・保育を行わない日  

  （保育年数 学年） 

第８条 本園の保育年数は１ケ年乃至６ケ年とし、学年は４月１日に始まり翌年３月

31 日に終る。 

 

（保育期） 



 

第９条 本園は、学年を次の３保育期に分ける。  

        第１保育期 ４月１日から  ７月 31 日まで 

        第２保育期 ８月１日から  12 月 31 日まで 

        第３保育期 １月１日から   ３月 31 日まで 

 

（特定教育・保育を行わない日）  

第 10 条 本園の特定教育・保育を行わない日は原則、次のとおりとする。  

<１号認定> 

 土曜日、日曜日、祝祭日、年末年始(12 月 29 日～12 月 31 日及び１月２日、1 月３日)、

夏期休園、冬期休園、春期休園、その他園長が必要と定めた休日  

<２号・３号認定 > 

 日曜日、祝祭日、年末年始 (12 月 29 日～12 月 31 日及び１月２日、１月３日) 

２ 本園は、前１項の規定に関わらず、特定教育・保育の提供を行う上で必要がある

又はやむを得ない事情があるときは、あらかじめ園児の保護者に情報提供を行い、

前項に示す休業日に特定教育・保育を提供することがある。  

３ 本園は、非常災害その他急迫の事情があるときは、特定教育・保育の提供を行わ

ないことがある。  

 

第４章 教育課程 教育日数・特定教育・保育の提供を行う時間  

（教育課程）  

第11条 教育内容は、健康・社会・自然・言語・音楽リズム・絵画製作・工作とする。  

 

（教育日数・時間）  

第12条 本園の教育日数は、毎学年220日以上とする。１日の教育時数は、４時間以上

とし、前条に従って教育を行う。 

 

（特定教育・保育の提供を行う時間）  

第13条 本園の特定教育・保育を提供する時間は、次のとおりとする。  

<１号認定>            ９時00分～15時00分 

預かり保育（早朝）         ７時30分～９時00分 

（夕方）         15時00分～18時30分 



 

<２号・３号短時間認定>        ８時30分～16時30分 

時間外保育（早朝）         ７時30分～８時30分 

（夕方）          16時30分～18時30分 

<２号・３号標準時間認定>      ７時30分～18時30分 

２ 本園の開所時間は、７時 30分から18時30分までとする 

 

第５章 利用申込みに対する正当な理由のない提供拒否の禁止等  

入園 同意契約 退園 課程修了及び褒賞  

（利用申込みに対する正当な理由のない提供拒否の禁止等）  

第14条 本園は、教育標準時間認定子どもの保護者から利用の申込みを受けたときは、

正当な理由がなければこれを拒まない。  

２ 本園は、市が行った利用調整により保育認定子どもの本園の利用が決定されたと

きは、これに応じる。  

 

（入園申込み）  

第15条 入園しようとする者は、市の支給認定を受け、園所定の入園申込書を保護者

から園長に提出するものとする。  

各支給認定の入園選考基準については下記のとおりとする。 

<１号認定> 

面接、募集定員を上回る申し込みがあった場合は抽選を行う。  

抽選方法は、事前の園見学の有無、本園の園開放事業の参加の有無などを考慮し、

公平公正の姿勢で行う。  

<２号・３号認定> 

募集定員を上回る申し込みがあった場合は、市の利用調整により決定し受け入れを

行う。 

 

（利用の開始、終了に関する事項及び利用に当たっての留意事項）  

第16条 本園は、入園を承諾または内諾された園児の保護者と、あらかじめ重要事項

の内容を確認し、同意を得たうえ、利用契約を締結する。  

２ 本園の園児が次のいずれかに該当するときは、特定教育・保育の提供を終了する

ものとする。 



 

（１）子ども・子育て支援法第 19条第１項第１号から第３号に規定する小学校就学前

子どもの区分に該当しなくなったとき。  

（２）園児の保護者から本園の利用に係る取り消しの申し出があったとき。  

（３）その他、利用継続において重大な支障又は困難が生じたとき。  

 

（課程修了）  

第18条 本園で定める保育課程を修了した者には、修了証書を授与する。  

 

（褒 賞） 

第19条 心身の発達が著しく他の模範となる者に対しては、これを褒賞することがあ

る。 

 

第６章 緊急時等における対応方法  災害等非常時の対策  

(緊急時等における対応方法）  

 第20条 本園職員においては、特定教育・保育時間中に園児の体調の急変、その他緊

急事態が生じた時は、速やかに当該園児の保護者へ連絡を行うとともに、状況によ

り、医療機関へ搬送をする等の措置を行う。また、当該園児の保護者との連絡が取

れない場合で、園長等が緊急性を判断した場合は、医療機関への緊急搬送等必要な

措置を行う。 

２ 本園は、特定教育・保育の提供により重大な事故が発生した場合は、直ちに市の

担当部署及び当該園児の保護者に連絡すると共に必要な措置を講じる。  

 

（災害等非常時の対策）  

第21条 本園は、非常時において、消防計画書により適切かつ迅速な対応を施す。  

 

第７章 虐待の防止、苦情解決について  

（虐待の防止）  

第22条 乳児・幼児の人権の擁護・虐待の防止等のために、下記の対策を講じる。  

（１）本園は、虐待防止に関する責任者を選定する。  

（２）本園は、虐待の防止を啓発するための職員に対する研修を実施する。  

（３）本園は、市からの求めがあった場合は、市が行う調査に協力するとともに、市



 

から指導又は助言を受けたときは、当該指導又は助言に従って必要な改善を行うも

のとする。 

（４）本園は、苦情に対する改善内容については、関係者に報告する。また、市から

の求めがあった場合は、前項の改善の内容を市に報告する。  

 

第８章 秘密保持、記録の整備について  

（秘密保持について）  

第24条 本園の職員は、業務上知り得た園児及びその家族の秘密を保持する。  

２ 本園は、子育て支援事業を利用した子どもやその家族の秘密を保持する。 

３ 本園の職員でなくなった後においても同様に、秘密を保持する。  

４ 本園は、小学校、他の特定教育・保育施設等、地域子ども・子育て支援事業を行う

ものその他の機関に対して、園児に関する情報を提供する際には、あらかじめ文書

により園児の保護者の同意を得る。ただし、特段の理由がある場合もしくは別に定

めのある場合は除く。  

 

（記録の整備について）  

第25条 本園は、特定教育・保育の提供に関する以下に掲げる記録を作成・整備し、

その完結の日からそれぞれの記録に応じて定める期間保存するものとする。  

（１）特定教育・保育の実施に当たっての計画  ５年間保存 

（２）提供した特定教育・保育に係る提供記録    ５年間保存 

（３）市町村への通知に係る記録      ５年間保存 

（４）園児の保護者等からの苦情の内容等の記録   ５年間保存 

（５）事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録      ５年間保存 

（６）児童保育要録・幼稚園幼児指導要録  当該児童が小学校を卒業するまでの間保

存 （学籍に関する記録については２０年間保存）  

 

第８賞 納入金 

（保育料その他費用等） 

 第26条 本園は、長野市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に

関する条例（平成26年長野市条例第42号。以下市特定教育・保育施設等基準条例と

いう。）第13条第１項の規定により、園児の居住する市町村が定める額の利用者負



 

担額を園児の保護者から徴収する。  

２ 本園は、市特定教育・保育施設等基準条例第 13条第４項の規定により、別表１に

掲げる実費を徴収する。  

３ 本園は、延長保育事業の実施に必要な経費の一部について、利用者負担として別表

２に掲げる費用を徴収する。  

４ 本園は、預かり保育の実施に必要な経費の一部について、利用者負担として別表３  

に掲げる費用を徴収する。  

５ 園児の保護者は、出欠の有無にかかわらず、毎月園指定日までにその月分の保育料

その他費用を園に納入しなければならない。  

 

（既納分の処置）  

 第27条 すでに納入した納入金等は、理由のいかんに関わらず返還しない。  

 

＜付  則＞ 

 

      １ この学則は、平成１５年４月１日から実施する。  

      ２ この学則実施についての必要な事項は、園長が別に決める。  

      ３ 平成16年４月１日改訂  

              第６章 第18条 １項及び２項。 

   ４ 平成17年４月１日改訂 

              第１章 第３条 

              第６章 第18条 １項及び２、３、４、５項  

              第６章 第19条 １項及び２項 

   ５ 平成18年４月１日改訂  

              第６章 第１８条 １項及び２項 

   ６ 平成27年４月１日改訂  

   ７ 平成28年４月１日改訂  

   ８ 平成29年２月１日改訂  

９ 平成29年４月１日改訂  

10 平成30年４月１日改訂  

11 平成30年11月17日改訂 



 

12 平成31年3月15日改訂 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表１（特定教育・保育の提供に要する実費に係る利用者負担）  

項目 内容、負担を求める理由、目的  金額 

主食代・給食代(おや

つ代を含む) 

保育料に含まれていないため  

1 号認定については給食費、2 号

認定については主食代  

月額 5,000 円 (1 号認定 ) 

月額 2,000 円 (2 号認定 ) 

送迎バス料金（利用

者のみ）  
保育料に含まれていないため  

月額 2,500 円 (往復利用 ) 

月額 1,250 円 (片道利用 ) 

保育用品等購入代金  保育料に含まれていないため  

制服概ね 50,000 円、 

保育用品概ね 15,000 円、

行事等に係る費用  

概ね 20,000 円 

 

別表２ 保育認定子どもの延長保育に係る利用者負担  

項目 金額認定区分 利用時間 金額 

保育短時間 

【月曜日～土曜日】  

７時 30 分～８時 30 分 

16 時 30 分～17 時 30 分 

 

月額  2,000 円  

月額  2,000 円  

17 時 31 分以降は 30 分毎
に 500 円加算  

 

別表３ 教育標準認定子どもの預かり保育に係る利用者負担  

利用日 利用時間  金額 

月曜日～金曜日  
 ７時 30 分～９時 00 分 

15 時 00 分～16 時 00 分 

月額 2,000 円  

16 時 01 分以降は 30 分毎
に 500 円加算  

土曜日・夏休み等、園の定

める休園日  
９時 00 分～15 時 00 分 

日額 2,500 円  

給食代  250 円（回）  
おやつ代  30 円（回）  

 


